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基本理念

JCRファーマ株式会社の企業理念は「医薬品を

通して人々の健康に貢献する」ことです。

この理念のもとで、時代を先取りした再生

医療、遺伝子組換え技術による医薬品の研究

開発・製造・販売を行う企業として、人々の健康

と医療の未来に貢献することを目指します。

私たちは、法令遵守はもとより、
高い倫理観をもって行動すること
により、全てのステークホルダー
から信頼される会社を築きます。

信頼
私たちは、世界へ通用する医薬品
提供を目標に、独自の視点で研究・
開発を進め、自信をもって品質の
高い製品と情報を提供します。

自信
私たちは、基本理念のもと、“自ら
考え、自ら行動する”を信念として、
更なる企業成長を目指します。

信念
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統合報告書「JCRレポート2022」を再構成し
サステナビリティに関する活動についてご説明します。

• 対象期間
  2021年度（2021年4月1日～2022年3月31日）
  ※一部、2022年度の内容も含みます。

• 対象組織
  JCRグループ（JCRファーマ株式会社、連結子会社6社）
  ※上記対象範囲と異なる場合は、注記で示しています。

• 表示単位　
  原則として表示単位未満を切り捨て。
  ただし、億円単位で表示した金額は、表示単位未満を四捨五入。

見通しに関する注意事項
「サステナビリティレポート2022」における開発見通し等の将来に関
する記述は、当社が現在得ている情報をもとになされた判断に基づ
くものであり、既知あるいは未知のリスクや不確実な要素を含んで
います。実際の結果は、様々な要因によりこれら将来に関する記述内
容とは大きく異なる可能性があることをご承知ください。そのような
要因の例としては、経済情勢の悪化、法律・行政制度の変化、新製品
上市の遅延、競合会社の価格・製品戦略による圧力、当社製品の販売
力の低下、生産中断、当社の知的財産権に対する侵害、重大な訴訟に
おける不利な判決などがありますが、これらに限定されるものでは
ありません。

　JCRファーマ株式会社（JCR）は、高度なバイオ技術によ
る希少疾病・難病への取り組みや、細胞治療・再生医療、遺
伝子治療における画期的な新薬の研究開発・創出を重要
なミッションとして、2020-22年度中期経営計画「変革」の

もと、「チームJCR」一丸となって、他社より常に「一歩前に
出る」ことに挑戦し続けています。JCRは、企業理念に基づ
いた事業活動を通じて持続的な企業価値創造を図り、持
続可能な社会の発展に貢献することが重要であると考え

ています。「サステナビリティレポート2022」は、JCRが取
り組むサステナビリティに関する活動を幅広いステークホ
ルダーの皆様にご理解いただくため、統合報告書「JCRレ
ポート2022」を再構成して編集しています。
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企業理念に基づいた
事業活動を通じて
サステナブルな社会の発展に
貢献します。
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2022年10月
代表取締役会長兼社長

JCRは、「希少疾病（レアディジーズ）」「環境」「社会」「コーポレート・ガバナンス」を重点領域として、

サステナブルな社会の実現を目指す取り組みを推進しています。

希少疾病（レアディジーズ）については、CSVの観点からJCRが最も貢献すべき領域と認識しています。

一日でも早く世界の患者の皆さんにJCRの技術の価値をお届けできるよう、

今後も研究開発に積極的に投資していきます。

環境面については、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づくシナリオ分析を実施しました。

今後は、その結果に沿って気候変動対策の強化を図るとともに、適切な情報開示に努めていきます。

コーポレート・ガバナンスに関しては、独立社外取締役を新たに2名選任したことによって、

経営監視の実効性がさらに高まるものと考えています。

2022年7月には、常に変化する社会およびJCRを取り巻く状況・課題に対して、

経営と一体となって深度ある議論や戦略の策定を行うため、

「サステナビリティ諮問委員会」、「サステナビリティ委員会」、「環境委員会」を新設することを、

取締役会において決議しました。新たな推進体制のもと、今後も全社一丸となって、

「JCRだからこそできるサステナビリティ」に取り組んでいきます。
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独創的な基盤技術を活用した「自社創製」と「オープンイノベーション」を両輪とした事業活動の推進

企業理念の具現化による価値創造とサステナビリティの実現

医薬品を通して人々の健康に貢献する

ビジネスモデル

「Toward 2030」におけるJCRが目指す姿

グローバルで存在感のある研究開発型企業

価値の源泉

希少疾病領域における

グローバルスペシャリティファーマ
多様な疾病領域に貢献する

マルチモダリティイノベーター

経験知/やり抜く力
バイオ医薬品製造に関する

豊富な実績を活かした「モノづくり」を実行
将来を見据えた「事業投資」を

スピード感をもって実行し、成長の機会を創出

先見性/決断力独創性/突破力
独自の創薬プラットフォームの

創製と応用に挑戦する「研究開発」を推進

研究開発

〈 JCRの強み 〉
モノづくり 事業投資

「チームJCR」常に「患者の皆さんとそのご家族の視点」に立って行動する、多様性に富んだ社員一人ひとりの総力を結集
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常に時代を先取りし、独自の技術開発と製品創製に取り組み
持続的な事業創出を実現します。

【 事業プロセス 】
研究開発 生　産

独自のバイオ技術、細胞治療・再生医
療技術、遺伝子治療技術を活かして、
革新的な医薬品、創薬プラットフォー
ムの開発を加速。

これまで培ってきた生産技術を世界
基準に発展させた生産・品質体制を
構築。

全国７拠点で重点領域に特化した情
報提供・収集活動を展開し、各地域に
おける医療従事者のニーズに対応。

営　業

研究開発から製造、販売後にいたるまで、製品の品質を保証するとともに、医療ニーズに応える質の高いエビデンスを構築。

品質保証  /  薬事

JCRが生み出した発明や製品を知的財産として権利化し、グローバル事業を見据えた戦略的な特許出願によって価値最大化を追求。

知的財産

事業活動全体を支える部署 事業開発 / グローバル戦略 / 人事 / 情報システム / 法務 etc.

　JCRは1975年の創業以来、他社が手掛けない領域で独
自性をもった研究開発により成長してきました。研究開発
の大きな成果の一つである、血液脳関門通過技術
「J-Brain Cargo®」は、多様な創薬モダリティ（治療手
段）への応用可能性を有しており、希少疾病領域での医薬
品開発にとどまらず、様々な疾患をターゲットとし、かつ他
企業との共同による医薬品の開発が見込まれます。

　コモンディジーズ（一般疾病）から開発難易度の高い希
少疾病への医薬品開発のシフト、競争環境の激化、日本に
おける薬価制度の不確実性など、事業環境が激しく変化す
るなか、独自性のある基盤技術や医薬品を開発できない製
薬企業は事業を継続することが困難となりつつあります。
　JCRは、「J-Brain Cargo®」により、血液脳関門の通過
という医薬品開発における長年の課題に対して解決の道

を開きました。しかし、中枢神経症状を伴う疾患とともに
生きる患者の皆さんとそのご家族のもとに、画期的な新薬
をお届けするためには長い時間を必要とします。JCRは、
創業50周年を越え、その次の50年を見据えて、「チーム
JCR」が一丸となって自らの強みを最大化し、一日でも早
く貢献できるように、さらなる「変革」へのチャレンジを続
けていきます。

チーム
JCR
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Toward 2030
　JCRは1975年の創業以来のベンチャー精神を受け
継ぎ、「研究開発」と「モノづくり」によって成長してき
た企業文化に共感する一人ひとりが、希少疾病領域への
貢献を目指す理念に基づき、安定した経営基盤を確立
し、血液脳関門通過技術「J-Brain Cargo®」をはじめ
とする各種独自技術を生み出し、世界への飛躍の礎を
築きました。

　JCRは、自社の価値の源泉は「チームJCR」であると
の確信のもと、本格的なグローバル事業の推進に向け
て2030年を見据えた中長期経営ビジョン「Toward 
2030」を策定し、「グローバルで存在感のある研究開
発型企業」を目指す戦略を着実に実行しています。
　JCRの企業文化と合致する他社との協業も積極的に
図りながら「希少疾病領域におけるグローバルスペシャ

リティファーマ」としての歩みを加速し、大胆かつ適切
な意思決定を迅速に行うことによって、不確実性を増す
製薬業界において持続的・安定的な成長を追求してい
きます。
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基 本 戦 略

具体的な企業像

◎ 希少疾病領域におけるグローバルスペシャリティファーマ

◎ 「J-Brain Cargo®」をはじめとする独自の基盤技術を礎として、
　 常に他社より「一歩前に出る」技術の創出に挑戦し続ける企業

◎ 「研究開発」と「モノづくり」で新たな価値の創出に挑戦し続ける企業

◎ 希少疾病領域に貢献する強い決意のもと妥協せず挑戦し続ける企業

◎ 創業以来の企業文化を共有し発展させる「チームJCR」を価値の源泉として、
　 少数精鋭での「研究開発」と「モノづくり」に注力

◎ 「チームJCR」一人ひとりがそれぞれの場所で輝くことができるよう人財を育成

◎ 成長ホルモンなどの国内製品、ライソゾーム病治療薬のグローバルでの収益、
　 基盤技術の導出によるライセンス収入という３本の大きな収益の柱を確保

グローバルで存在感のある研究開発型企業JCRが目指す姿
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2020-22年度中期経営計画「変革」

■ 売上高推移（「AZD1222」原液を除く）■ キーワード

0

250

500

（年度）

（億円）

2020

２９７

2021

367

2022予想

431
製商品売上高
契約金

■ ガイダンス

安定配当を基本方針とし、期待に応える株主還元と
財務の健全性のバランスを重視し、配当性向は30%を目安とする。

財務指標 2022年度目標

研究開発費 対売上高比率  20%  を目安に投資
必要であれば対売上高比率20%を超えることも許容する

売上高 320～360  億円
対前年比増という安定的成長のもと、

営業利益 70～100  億円

　JCRは、2025年に創業50周年を迎えます。また、同時
に、2020年代後半以降、本格的なグローバル化を果たす
と考えています。中長期経営ビジョン「Toward 2030」
の実現のためには、過去の成功体験にとらわれず、事業活
動のすべての側面において、また社員一人ひとりが変わ
らなければなりません。その意味を込めて、2020-22年
度中期経営計画のキーワードを「変革」としました。

　JCRは、高品質な医薬品を安定的に供給することが製
薬企業における最大の責務と考えています。そのような
認識のもと、今後、希少疾病領域におけるJCRの重要性が
さらに高まることを踏まえ、「品質保証体制の質・量的拡
充」を図ることを、最重要経営課題としました。さらに、
2020年代後半からの業容の急拡大期を見据えて、5つの
項目を重要経営課題として設定しています。

　業績面は、製品売上高、契約金ともに順調に伸長してお
り、アストラゼネカ社の新型コロナウイルスワクチン
「AZD1222」原液の対価を除いても、ガイダンスに掲げた
最終年度目標を2021年度において既に達成しています。
2022年度も、「チームJCR」の総力を結集して、さらなる
「変革」を加速していきます。
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【 2020-22年度中期経営計画「変革」 重要経営課題の概要と進捗 】

JCRが開発しているライソゾーム病における一連の治療薬においては、今後数年以
内に複数品目がグローバル試験入りし、2025年以降にグローバルで上市すること
を見込んでいます。既存製品の収益は、全ての研究開発の原資を構成します。遺伝
子組換え天然型ヒト成長ホルモン製剤「グロウジェクト®」においては、患者の皆さ
んや医療従事者のニーズに応えられるように、専用注入器やそれと連携するスマー
トフォンアプリの開発、患者の皆さんに寄り添った使い勝手の良い製剤や長期作用
型製剤の開発を通じて、治療満足度のさらなる向上を目指します。2021年5月に販
売を開始した遺伝子組換えムコ多糖症Ⅱ型治療剤「イズカーゴ®点滴静注用」の市
場浸透の加速や、開発品目におけるグローバルでのアライアンスを実現すること
で、強固な収益基盤づくりをすることが極めて重要と認識しています。効果的・効率
的な情報提供活動を推進するとともに、事業環境の変化に適切に対応し、既存製品
の売上高の維持・成長を図っていきます。

既存製品の持続的成長のための取り組み

研究開発においては、ライソゾーム病治療薬開発の後を見据えた、新たな基盤技術
創出を目的とした基礎研究への取り組みを強化します。複数の開発品目より得られ
た知見から、「J-Brain Cargo®」の多様な創薬モダリティ（治療手段）への応用や、

基礎研究・応用研究の拡充

本格的なグローバル化に向けて、生産・研究への設備投資も積極的に行っていきま
す。神戸サイエンスパーク内に建設中のワクチン原液工場については、新型コロナ
ウイルスワクチン原液だけでなく、自社製品を製造できるように設計しており、隣接
する事業用地に新工場の建設も予定しています。

生産・研究への積極的な設備投資の検討・着手

ライソゾーム病治療に取り組んでいる世界中の臨床現場に有用な情報を提供する
ことは、JCRの重要な責務と認識しており、「イズカーゴ®点滴静注用」について積極
的かつ戦略的な情報収集活動を推進しています。

エビデンス構築を含む製品戦略の立案

機能的かつ効率的な組織の再編、グローバルに活躍できる次世代リーダーの育成、
生産性向上と働き方改革の実現に向けたITインフラの拡充などの取り組みを着実
に進めています。

業務および組織構造改革・人財育成

最重要経営課題 ［　品質保証体制の質・量的拡充　］

JCRは、高品質な医薬品を安定的に供給することが製薬企業における最大の責務と
考えています。今後、希少疾病領域での当社の重要性がさらに高まることを見据え、
「品質保証体制の質・量的拡充」を最重要経営課題としました。2021年度には品質
試験部門を生産本部から分離し、試験法の開発部門と統合する組織変更を実施し、

2022年度の竣工に向けて品質試験棟を着工しました。これらの取り組みによって、
研究初期の試験法の検討から商業生産時の出荷時の試験まで一連で実施可能な品
質管理体制を構築し、実務的に無駄のない効率的な運営を目指していきます。

他の様々な疾患への展開ができる可能性を踏まえて、新たな成長機会の創出につ
ながる他社との協業を進めていきます。
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サステナビリティの基本姿勢
　JCRは、「医薬品を通して人々の健康に貢献する」とい
う企業理念のもと、1975年の創業以来、時代を先取りし
たバイオ技術、細胞治療・再生医療技術で、希少疾病用医
薬品を中心としたアンメット・メディカルニーズ（未だ満た
されていない医療ニーズ）に応える画期的な新薬の創製
を目指しています。
　地球環境や社会を取り巻く状況・課題は、年を追うごと
に変化していますが、JCRは医薬品メーカーとしての事業
活動を通じて持続的な企業価値創造を図り、持続可能な
社会の発展に貢献することが重要であると考えており、

サステナビリティの推進体制
　2022年7月には、常に変化する社会およびJCRを取り巻
く状況・課題に対して、経営と一体となって深度ある議論や
戦略の策定を行うため、「サステナビリティ諮問委員会」、
「サステナビリティ委員会」、「環境委員会」を新設しました。
新たな推進体制のもと、今後も全社一丸となって、「JCRだ
からこそできるサステナビリティ」に取り組んでいきます。

サステナビリティ諮問委員会

社内取締役、独立社外取締役、常勤監査役での構成を予定して
おり、サステナビリティ委員会から取締役会に上程される事項
に関する意見を述べる。

サステナビリティ委員会

サステナビリティ担当役員を委員長として、社内各本部から選
出された社員により構成され、マテリアリティ（重要課題）の特
定、ESG関連の各種取り組み課題の検討・提案、進捗状況のモニ
タリングおよび、取締役会への報告などを行う。

環境委員会

社内取締役および社内から選出された社員により構成され、事業
活動を通じた環境負荷を長期的なビジネスや社会に及ぼすリス
ク要因として捉え、環境に配慮した事業活動の実践に取り組む。

Message

　JCRは、希少疾病領域のスペシャリティファーマとして、常に世界中の患者の皆さんとそのご家族を第一に考えています。顧客満足を念頭に
置き、世界に通用する医薬品開発に積極的に取り組むことで「誰一人取り残さない（No one will be left behind）」持続可能な価値を社会
に提供し、社会とJCRの持続可能な発展、すなわちサステナビリティの実現を目指しています。
　私たちの存在意義は「医薬品を通して人々の健康に貢献する」ことにあり、この企業理念に基づく「JCRだからこそできるサステナビリ
ティ」を推進する私たちの行動が患者の皆さんとそのご家族の未来を変えると信じています。
　2022年7月には、「サステナビリティ諮問委員会」「サステナビリティ委員会」「環境委員会」を新設しました。私たちは、“自ら考え、自ら
行動する"を信念として「チームJCR」の総力を結集して、サステナビリティの実現のために取り組んでいきます。その活動を通じて、JCRが社
会とともに成長し、「グローバルで存在感のある研究開発型企業」として全てのステークホルダーから信頼される会社となるよう努めます。

サステナビリティ担当役員芦田 透

サステナビリティ・マネジメント

「希少疾病（レアディジーズ）」、「環境」、「社会」、「コーポ
レート・ガバナンス」を重点領域として、積極的な取り組
みを推進しています。　
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２０２２年度におけるサステナビリティの重点的な取り組み/関連するSDGsの目標

S

E

G

医薬事業を通じた貢献

RD 希少疾病
（レアディジーズ）
Rare Disease

コーポレート・
ガバナンス
Corporate Governance

Environment
環境

Society
社会

「チームJCR」の総力を結集した事業活動の質的・量的な「変革」による
「希少疾病とともに生きるあなたに寄り添う医療の実現」の加速

•「東京証券取引所プライム市場」上場企業に求められる水準を満たす
 ガバナンス体制の構築
•取締役会における経営監視の実効性の向上

•アンメット・メディカルニーズ（未だ満たされていない医療ニーズ）への
 挑戦と、研究開発の加速
•社内・社外における希少疾病の認知度向上に向けた取り組み

•気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に沿った情報開示
•建設中の新工場における環境保全に向けた取り組み

•男女の区分なく、仕事と子育てが両立しやすい職場環境づくり
•次世代リーダーとなりうる人財の育成に向けた研修制度の充実化

持続可能な開発目標（SDGs）への対応
　JCRは、サステナビリティの実現において、国際社会と
の連携・協調が何よりも重要であると認識しています。
　取り組みの推進にあたり、「誰一人取り残さない（No 
one will be left behind）」という持続可能な開発目標
（SDGs）の精神に沿って、自社の活動をSDGsの掲げる
17の目標と関連付け、その成果を社内外の幅広いステー
クホルダーに還元・共有しています。

サステナビリティ・マネジメント
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MPS Awareness Day
ハンドメイドのパープルリボンバッジの着用

　RARE DISEASEプロジェクトは、「希少疾病にJCRの
できること」を合言葉に、部門横断的に結成された社内
啓発プロジェクトです。希少疾病への理解を深めるため
の情報収集・社内への情報発
信、患者会や希少疾病支援団
体との連携・支援活動を行って
います。「活動に参加したい」と
いう社員の主体性を重視して
挙手制でメンバーを募り、でき
るだけ多くの人が参加できる
よう、固定メンバーとせず2年
の任期を定めています。
　社内における啓発活動として、Rare Disease Day
（RDD）に合わせたオフィシャルバッジの着用や募金活
動、MPS Awareness Dayに向けたグローバルな啓発
活動、患者会や希少疾病支援団体のイベント参加レポー
トなどの配信、社内講演会などを行っています。
　2020年度に引き続き2021年度も、新型コロナウイル
ス感染拡大の影響により、Web開催のイベントへの参
加とレポート配信を中心とした活動を実施しました。8
月には大阪明星学園の生徒の皆さんをお迎えし、Web

にてRDDインターンシップを行いました。
　JCRは「希少疾病領域におけるグローバルスペシャリ
ティファーマ」を目指す企業として、社員一人ひとりが患
者の皆さんの声を直接伺う機会が非常に大切だと考え
ています。2021年度は、10月にムコ多糖症Ⅰ型の社内
講演会「ムコ多糖症Ⅰ型患者闘病記」を実施し、患者の
皆さんの視点から、実際の症状、診断履歴、1週間の過ご
し方などを詳しくお聞きました。
　また新たな取り組みとして、社内で募集したイラスト
とプロジェクトの合言葉である「What JCR can do 
for rare diseases」をプリントしたオリジナルエコ
バッグの製作と売上金の寄付を行いました。
　JCRは今後も、希少疾病用医薬品の研究開発だけで
はなく、幅広く患者の皆さんの支援につながるような取
り組みをグローバルに展開していきます。

希少疾病
（レアディジーズ）RD

関連するSDGsの目標

RARE DISEASEプロジェクト

MPS Awareness Day（世界ムコ多糖症啓発デー）

希少疾病領域における貢献

　JCRは2021年度に、米国のムコ多糖症患者支援団体
「M P S  S o c i e t y 」が主催する5月15日のM P S  
Awareness Dayに向けたグローバルな啓発活動を始
動しました。
　子会社社員から「MPS Awareness DayにJCRがで
きること」を考えたいと提案があったことをきっかけに、
社のプロジェクトとして取り組むようになりました。
　2022年度も啓発のテーマカラーであるパープルやムコ
多糖症啓発のメッセージを含む写真を全社的に募集し、
各事業所においてポスターにダウンロードできる形で社
内掲示板にて画像配信を行い、集まった写真の数に応じ
て「MPS Society」への寄付を実施しました。また、ハン
ドメイドのパープルリボンバッジの着用や、MPS啓発に関
するニュースレターの社内掲示板配信を行いました。
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Rare Disease Day (世界希少・難治性疾患の日)

Message

　JCRは、2015年度からRDDに協賛しています。希
少・難治性疾患に苦しむ人は世界中にいますが、患者
数が少なく、病気のメカニズムが複雑なため、治療薬・
診断方法の研究開発がほとんど進んでいない例もあり
ます。RDDはより良い診断や治療による希少・難治性
疾患の患者の皆さんの生活の
質の向上を目指して、スウェー
デンで2008年から始まった活
動です。この取り組みが、患者
の皆さんと社会をつなぐ架け橋

社内におけるRDD啓発活動
　JCRでは、RDDにちなみ、毎年2月に社内にてRDDオ
フィシャルバッジの着用や募金活動を行っています。
　また、2019年10月よりスポンサー契約を締結している
プロゴルファー川村昌弘さん、2021年4月よりスポン
サー契約を締結しているプロテニスプレーヤー今村昌倫
さんにも引き続き国内外の遠征時において、ご自身の
ウェアやキャップ、バッグ等にロゴマークをつける、また、
ポストカードやピンバッジを配布するという形でそれぞれ
の活動に合った啓発活動を実施していただいています。

希少疾病領域における貢献

となり、希少・難治性疾患の認知度向上のきっかけとな
ることが期待されています。

　RARE DISEASEプロジェクトは部門横断的に結成されており、希少疾病関連イベントなどを通した情報収集、社内への情
報発信、患者会や希少疾病支援団体との連携・支援活動を行っています。私は、「何事も相手を知ることが大切」という想いか
ら本プロジェクトに参加しました。
　活動の中で、どのような希少疾病があるのか、患者の皆さんの困難、医師や支援される方の想いをお聞きし、自分の仕事が
誰につながっているのかを具体的にイメージできるようになったことで、仕事への意識も変わりました。今後も社内外への啓発
活動によって「チームJCR」の希少疾病への理解に貢献するとともに、「チームJCR」が一丸となって希少疾病用医薬品の研究
開発に加えて、様々な形で「希少疾病にJCRができること」を実現するために取り組んでいきます。

研究本部 アナリティカルR＆Dセンター 分析開発ユニット 特性解析グループ宮脇 渉
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　水資源に関しては、研究および生産工程に使用する水
量の削減や廃蒸気の回収・再利用等の推進の結果、業績
拡大にも関わらず、減少傾向となっています。特に、生産
活動に伴う水資源の消費量は一貫して減少しています。
研究・生産活動に伴い使用した水は、全て適切に処理を
行っています。

環境への配慮

関連するSDGsの目標

環境E

　JCRでは、CO2排出量の削減や水資源の有効活用、環
境負荷の軽減を目的として、様々な取り組みを行ってきま
した。例えば、全社でのLED照明への切替え、営業車およ
び工場・研究所の社用車のハイブリッドカー・電気自動車
への切替え、製造現場での水使用量の削減とともに製造
設備の効率的な活用を目的としたシングルユースリアク
ターの採用などを推進してきました。
　2022年7月には、サステナビリティの新たな推進体制
構築の一環として、社内取締役および社内から選出され
た社員によって構成される「環境委員会」を設置しまし
た。JCRの事業活動を通じた環境負荷を長期的なビジネ
スや社会に影響を及ぼしうるリスク要因として捉え、環境
に配慮した事業活動の実践に取り組んでいきます。
　2021年度より
建設を開始した新
たな製造拠点に
おいては、太陽光
発電といった再生

環境保全に向けた取り組み

　JCRでは、業績拡大に伴い、総エネルギー使用量（電
気、ガス等）は増大傾向にあります。研究本部では、2016
年の治験薬製造センターおよびセルプロセッシングセン
ターの稼働により総エネルギー使用量が増加していま
す。生産本部では、エネルギー効率の高い設備の導入やエ
ネルギー使用方法の見直しなどにより、総エネルギー使
用量は一定レベルで推移しています。総エネルギー使用
量については、本年度より気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）提言に沿って情報を開示します。

エネルギー使用量

電気自動車

可能エネルギーを積極的に使用する予定です。また、
2020年代半ばからの本格的なグローバル化を見据え検
討を進めているさらなる生産拠点の増強においても、環
境面に配慮した投資を行います。

水資源

　JCRは、産業革命以来の気候上昇を「1.5℃未満」に抑
えることを目指して、各企業が設定した温室効果ガス
（GHG）の排出削減目標などのイニシアチブとJCRの事
業計画を踏まえ、中長期的なGHG排出削減目標の設定
などの議論を進めています。
　気候変動関連リスクの分析および情報開示について
は、TCFD提言に沿った対応を進めており、サプライ
チェーン全体を対象としたGHG排出量算定にも取り組ん
でいます。シナリオ分析および戦略の強靭性については、
今後開示の拡充を図っていきます。

TCFD提言に沿った情報開示

　JCRは、気候変動対策に関するガバナンスの強化に取り
組んでいます。活動の方針や具体的な内容については「サ
ステナビリティ委員会」にて議論され、「サステナビリティ
諮問委員会」の意見を参考に取締役会にて決議されます。

〈ガバナンス〉

80,000

0

水使用量

2020201920182017 （年度）

（m3）

※集計範囲：JCRファーマ株式会社 生産拠点、研究所

40,000

20２1

55,102

研究所
生産拠点
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環境への配慮

事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
（燃料の燃焼、工業プロセス）

他社から供給された電気、
熱、蒸気の使用に伴う間接排出

78,168
Scope1、Scope2以外の間接排出

(事業者の活動に関連する他社の排出)

Scope3 トン

• マーケット基準　 ： 5,136トン
• ロケーション基準 ：  6,326トン

５,136Scope2 トン

2,232Scope1 トン

• Category1 70,232トン
• Category2 3,501トン
• Category3 1,327トン
• Category4 1,857トン
• Category5 478トン
• Category6 104トン
• Category7 660トン
• Category9 1トン
• Category12 7トン

85,536

2021年度
サプライチェーン全体の

GHG排出量

トン

　リスク識別・評価・管理および全社的リスク管理への統
合プロセスについては検討中であり、今後開示を進めて
いきます。

〈リスク管理〉
　気候変動の評価指標に関しては今後検討していきま
す。また、国際的な算定基準であるGHGプロトコルに準
拠して算定したGHG排出量のScope1、2および3（一部
のカテゴリー）における実績は下記の通りです。

〈指標と目標〉
　JCRは気候変動に関する物理的リスク・移行リスクと機
会について、事業・戦略・財務に与える短期・中期・長期的
な影響の重要性評価を進めています。その結果を踏まえ
て、経営に与える影響が高いものを「重要リスク」ならびに
「機会」として特定していく予定です。

〈戦略〉

２０２１年度 Scope別GHG排出量

Scope1

̶

仕入先から自社拠点への輸送については燃費法、自社物流拠点から特約店への
輸送についてはトンキロ法を利用して算定。燃費法の係数は全日本トラック協会
HP、トンキロ法の係数は環境省DB v3.2を参照

算定範囲について

Category3（Scope1、2に含まれない
燃料及びエネルギー活動）

Category1（購入した製品・サービス）

Category4（輸送、配送（上流））

Category2（資本財）

Scope2
Scope3

Scope1、2、3ともJCRファーマ株式会社を対象

購買データをもとに算定。係数は環境省DB v3.2の産業連関表を参照

固定資産の増加額をもとに算定。係数は環境省DB v3.2の産業連関表を参照

Category6（出張）

Category7（雇用者の通勤）
社員数より算定。係数は環境省DB v3.2を参照

通勤距離より算定。係数はIDEAを参照

マーケット基準、ロケーション基準ともに算定。係数は温対法に準拠。

ガソリン等化石燃料の燃焼の他、業務用エアコンに起因するフロン、CO2ボンベ
由来のCO2排出も算定

Category5（事業から出る廃棄物）

Category9（輸送、配送（下流））

廃棄物発生量、種類より算定。事業系一般廃棄物は社員数および環境省の統計
データより推定。係数は環境省DB v3.2を参照

Scope1、2におけるエネルギー消費量をもとに算定。
係数は環境省DB v3.2とIDEAを参照

Category8（リース資産（上流）） 自社が賃借しているリース資産は、Scope1、2の算定に含める

Category10（販売した製品の加工）

Category11（販売した製品の使用）
（下流顧客の活動量の把握・推定が困難なため現在は算定していない）

（最終製品が医薬品であり、エネルギーを利用しないために対象外）
Category12（販売した製品の廃棄） 製品出荷量より算定。製品は全て消費され、ガラスバイアルのみ廃棄されると想定
Category13（リース資産（下流））

Category14（フランチャイズ）
（自社が保有し、他社に賃貸していたり、リースしている資産がないので対象外）

（フランチャイズがないので対象外）
Category15（投資） （投資を目的として実施していないので対象外）

自社物流拠点からクリニック等への輸送についてはトンキロ法を利用して算定。
トンキロ法の係数は環境省DB v3.2を参照
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アンメット・メディカルニーズ※への貢献 ※未だ満たされていない医療ニーズ

スイス非営利財団「GLOBAL FOUNDATION 
FOR LIFE SCIENCES」への支援

社会
関連するSDGsの目標

S

　JCRは、海外留学助成等の事業を通じ、国際レベルで活
躍できる日本の医学研究者の育成に貢献している「公益
財団法人 国際医学研究振興財団」の活動を支援していま
す。国際医学研究振興財団は、2019年4月に設立以来、
若手医学研究者を対象とした海外留学助成事業ならび
に、国内外で開催される医学研究に関する国際シンポジ
ウムへの助成事業を行っています。
　近年、日本の科学研究の国際競争力の低下が深刻な問
題となっています。そのため、海外の一流機関での研究留
学や、世界の第一線で活躍する外国人研究者を招聘し開
催する国際シンポジウムを支援することは大変意義があ
り、JCRは本財団の活動に賛同しています。

「公益財団法人 国際医学研究振興財団」への支援

　JCRは、小児疾病や保健医療分野における支援の一環
として、「母子保健奨励賞（母子衛生研究会主催）」に協賛
しています。
　母子保健奨励賞は、1979年に国際児童年を記念し創
設され、母性および小児の保健に関する研究、保健思想の
普及啓発と実際面の教育、指導、さらには保健施設の整備
拡充など、地域に密着した母子保健の分野で貢献し社会

「母子保健奨励賞」に協賛

　JCRは、グローバル・ヘルスへの貢献を目指す取り組み
として、1999年にスイスで設立された非営利財団
「Global Foundation for Life Sciences」の活動支援

を行っています。本財団は生命科学の発展に賛同し、医学
分野において医療的に恵まれない環境にある諸国におけ
る人道的支援に取り組んでおり、また、若い研究者の育成
支援も行っています。
　本財団の人道的支援の一例として、西アフリカの産科
瘻孔（Obestic Fistula）に苦しむ女性の治療のため結成
されたスイスのボランティア医師団の活動支援がありま
す。産科瘻孔は、未成熟な少女が妊娠・出産する場合など
に、適切な処置が行われないことによって産道などに穴が
開き慢性的な尿失禁・便失禁にみまわれる疾患で、患者数
は世界で約200万人、年間約10万人の女性が新たに診断
されています。その症状から日常生活に影響が出るほか、
社会的な差別・疎外をうけるなどの被害も出ています。ボ
ランティア医師団は、西アフリカにあるベナンの病院を定
期的に訪問し、産科瘻孔の根絶活動、患者さんの外科的
治療および現地医師に技術指導を行っています。JCRは
本財団への活動支援を通じて、人々の健康および医療の
発展に貢献しています。

に多大な寄与をしている個人の功労を奨励することによ
り、母子保健の一層の発展につながることを目的としてい
ます。毎年、都道府県、政令指定都市、中核市、特別区の長
から推薦を受けた保健師・助産師・看護師・医師・歯科医
師・栄養士・歯科衛生士・保育士・母子保健推進員など母子
保健に携わる仕事をされている候補者の中から15名の受
賞者が選出されます。

©Nicolas Cleuet
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京都大学への寄付（自己株式割当）
　JCRは、2022年６月22日開催の定時株主総会にて
「国立大学法人京都大学への寄付を目的とした第三者割
当による自己株式の処分」について、議案を上程し承認
されました。
　この議案は、生命科学・基礎研究ならびにがん免疫治
療の研究に携わる若手研究者が研究に集中し得るため
の財政支援を目的とし、京都大学内に置かれた二つの基
金「本庶佑有志基金」および「がん免疫治療研究基金」に
対して、自己株式の処分の方法により寄付を実施するも
のです。二つの基金への寄付を通して、生命科学分野に
おいてパラダイム・シフトを起こし得る挑戦的・独創的な
基礎研究の発展、ならびに人類の長年の悲願である「が
んの完治」の実現を目指した研究を支援することは、
JCRの企業理念である「医薬品を通して人々の健康に貢
献する」ことにつながるものであり、企業ブランドをより
強固なものとし、社員の士気を一層高めることにより、持
続的な成長および企業価値の向上に資するものと考え
ています。

学会における情報発信
　JCRは、「希少疾病領域におけるグローバルスペシャ
リティファーマ」を目指す企業として、優れた医薬品を
お届けするだけでなく、最新技術や臨床試験のエビデ
ンスなどに関する積極的な情報発信に努めています。
　2022年2月には、ライソゾーム病の基礎研究から臨
床応用をテーマとした国際学会「18 t h A n n u a l 

アンメット・メディカルニーズ※への貢献 ※未だ満たされていない医療ニーズ

医療型短期入所施設「もみじの家」
　JCRは、2016年4月に国立成育医療研究センター（東
京都世田谷区）の敷地内に、日本で初めての子どもホス
ピスとして設立された「もみじの家」の支援を行っていま
す。「もみじの家」は、在宅で常時医療ケアが必要な子ど
もに24時間の医療ケアを提供し、重い病気や障害をもつ
子どもと家族が自宅のように安心してくつろぎながら、数
日間滞在することができる施設です。JCRは希少疾病・
難病とともに生きる患者さんとそのご家族に寄り添う医
療の実現を目指しており、「もみじの家」に対し開設前よ
り継続した支援を続けています。

WORLDSymposiumTM 2022」において、JCRの独自
技術「J-Brain Cargo®」を用いて開発を進めているラ
イソゾーム病治療薬「JR-141」「JR-171」「JR-441」に
関する6演題について口頭発表およびポスター発表を
実施するとともに、会場およびバーチャルでのブースを
開設して関係者と情報交換を行いました。
　また、2021年5月に日本において承認された遺伝子
組換えムコ多糖症Ⅱ型治療剤「イズカーゴ®点滴静注用」
が、本学会でNew Treatment Award（新治療法ア
ワード）を受賞しました。
この賞は、ライソゾーム病
の患者の皆さんに価値を
提供し、薬事承認によって
一般的な治療として受け入
れられた新規の治療法を
表彰するものです。「イズ
カーゴ®点滴静注用」の受
賞に関しては、厚生労働省
の承認を得るに足る臨床
データを提供したことが特
に評価されました。

New Treatment Award トロフィー
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社員の成長を支援する研修制度
　JCRでは、社員のスキルアップが会社の成長へつながる
という観点から、社員研修に注力しています。新卒で入社
した社員には入社後約1ヵ月間、ビジネスマナーやコミュ
ニケーション能力向上に向けた集団研修や、各本部から
の業務説明などを、Webを活用しながら効果的に実施し
ています。また、各階層に応じて受講を必須とする階層別
研修を定期的に開催するほか、2020年度からは社員の
自律性を重視した手上げ式研修やe-learningを取り入
れ、個人のニーズに合わせた研修プログラムを実施してい
ます。また、近年は英語研修にも注力しており、2017年度
より開始した海外の英会話講師とのトークレッスンには
延べ350名以上が継続的に参加し、実践的な英語力の向
上につながっています。

人材マネジメント

グローバル人材育成

ダイバーシティ＆
インクルージョン

多様な働き方

労働安全衛生

人材マネジメントに関する主な取り組み
• 将来を見据えた人材採用・人事制度の実現に向けた人員計画の策定や管理システムの導入
• 社員の自律性を重視した、実務力・語学力向上などの成長を支援する研修制度の充実
• グローバルで活躍できるスキルを身につけた次世代リーダーの育成
• 多様性に富む社員一人ひとりの能力を活かす企業風土の構築
• 性別を問わず社員が活躍できる職場づくりの推進
• 障がい者の就労支援に向けた取り組みの充実

• フレキシブルな勤務を可能とする、働く者にとって便利な制度の導入
• 事業所内保育所や保育助成金などを通じた育児対象者の支援
• 男性の育児休業取得を促進する制度の整備および啓発活動の推進

• 社員の安全と健康を守り、安心して働ける職場環境づくりの推進
• 新型コロナウイルス感染拡大防止対策の徹底

社会
関連するSDGsの目標

S

　JCRは、中長期経営ビジョン「Toward 2030」の実現
を目指して、“JCRの価値の源泉は「チームJCR」である”
という共通認識のもと、多様性に富む社員一人ひとりが
輝ける職場環境づくり、人材育成の促進に取り組んでい
ます。本格的なグローバル事業の展開を見据えて、次世
代リーダーの育成・採用を強化しており、活性した組織の
再編に向けた「変革」を加速しています。

基本的な考え方

　人材採用について、人事企画部と各部署との間で適切
な意思疎通を図るため、定期的に将来的な人材に対する
考え方のすり合わせを行い、人員計画を策定しています。
また、採用に関するデータ分析や効率化に必須となる採
用管理システムの最適化や、採用サイトのリニューアルを
行い、人材採用についてのPDCAサイクルの構築を進める
とともに、新たな採用手法として、社員が友人・知人を紹
介する「リファラル採用」の制度化を行うなど、戦略的に
人材採用を行っていくための取り組みを加速しています。
　人事制度については、評価制度に基づく「チャレンジ
シート」を導入し、組織目標を個人目標へ適切に反映でき
るように可視化するとともに、総合評価の細分化・客観的
な数値の活用により評価体制の「変革」を進めています。

グローバル人材育成

将来を見据えた人材採用と人事制度の変革

（万円）
4,000

20212020201920182017 （年度）
※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

英語研修費

２,00０

0

2,790
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人材マネジメント

ダイバーシティ＆インクルージョン

英語研修
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1,700
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112

1,140
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年度

件数

2017

集合研修
階層別研修
手上げ式研修

　仕事もプライベートも大切という考えから、フレックス
制度の導入や年次有給休暇の時間単位での取得を可能
とするなど、フレキシブルな勤務制度、JCR独自の制度
を導入しています。2020年よりフレックス制度の対象を
生産本部の各工場に順次拡大するなど、取り組みの充実
を図っています。

多様な働き方

働く者にとって便利な制度の導入

※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

研修実績

時間

金額
（万円）

金額
（万円）

2018 2019 2020 2021

性別を問わず社員が活躍できる職場づくり
　2018年10月には、女性の職域拡大、女性管理職比率
の上昇（2012年度5.8% / 2021年度12.0%）、事業所内
保育所の整備、男性の育児参加促進に向けた取り組みな
どが評価され、兵庫県から「平成30年（第3回）ひょうご
女性の活躍企業」に表彰されました。
　また2019年1月に、女性活躍推進法に基づき、女性の
活躍推進に関する状況等が優良な企業として、厚生労働
大臣より「えるぼし（2段階目）」の認定を取得し、2021年
度には、「男女の区分なく」を基本方針とした子育てと仕
事が両立しやすい職場環境づくりが評価され、「ひょうご
仕事と生活のバランス企
業表彰」を受けました。
　JCRは、今後も性別を
問わず社員が活躍できる
職場づくりに取り組んで
いきます。

障がい者雇用の推進
　JCRは、障がい者の就労支援に向けて、一人ひとりに合わ
せた能力開発を中心とした取り組みを進めています。身体
障がいの方だけでなく、精神障がいの方も必要に応じて人
事企画部との面談を通じ、体調やモチベーションの確認、働
き方についての意見交換も実施しています。2021年度の
障がい者雇用率は2.3%で、法定雇用率を達成しています。

　JCRは、「チームJCR」こそが価値の源泉であるとの確
信のもと、性別、年齢、国籍、障がいの有無などの属性の
違いを尊重しあい、多様性に富む社員一人ひとりの能力
を最大限に活かすことが重要であると考えており、「ダイ
バーシティ＆インクルージョン」を推進しています。

人材の多様性を活かす企業風土の構築

（%）
100

20212020201920182017 （年度）
※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

管理職男女比率

50

0

男性
女性

88.0%

１２.0%

（%）
4

20212020201920182017 （年度）
※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

障がい者雇用率

2

0

2.3%

次世代グローバルリーダーの育成（JCRアカデミー）
　「JCRアカデミー」は、今後のグローバル事業展開を見
据え、グローバルで活躍できるスキルを身に付けた次世
代リーダーを育成するための新たな取り組みです。参加
者はグローバルリーダーとして活躍する際に必要なコ
ミュニケーション力、プロジェクトマネジメント力、リー
ダーシップ力などのソフトスキルを実践的なプログラム
で習得することを目標とします。
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新型コロナウイルス感染拡大防止
　全世界で猛威を奮っている新型コロナウイルスの感
染防止対策として、JCRでは「新型コロナウイルス対策
チーム」を結成し、社員に対し製薬企業の一員としての感
染防止に対する行動を促すとともに、社員を感染から守
るため、様々な取り組みを行っています。

男性の育児休業取得率向上に向けた取り組み
　社会的な問題として、男性の育児休業は十分に浸透し
ておらず、JCRにおいても、女性の育児休業取得率（2020
年度100％）と比べた場合、男性の育児休業取得率
（2020年度80％ ※育児目的休暇含む）は低い状況です。
　男性の育児休業取得率の向上を目指すためには、「職
場の理解」と「男性社員の意識付け」が必要と考え、社内

人材マネジメント

　社員の安全と健康を守り、安心して働ける環境づくり
として、会社から年次有給休暇の取得を促すため、「有給
休暇取得奨励」を行っています。また、インフルエンザ予
防接種の集団受診や35歳以上の希望する社員には人間
ドック受診補助も行っています。職場環境の改善につい
て、毎月1回全社で安全衛生委員会を開催し、改善が必
要な点がある場合は、対応を協議しています。また、産業
医として2名の医師を選任しており、内1名は精神保健指
定医とし、メンタルヘルスケアに努めています。その他、
研究所内に「JCRオアシス」として、マッサージを受けら
れる体制を整備し、仕事中にリフレッシュができる環境を
設けています。

労働安全衛生

安全と健康を守り、安心して働ける職場環境づくり

　育児を行っている社員に対して、研究所内において事業
所内保育所を設置しています。また、勤務地の関係で事業
所内保育所を利用できない社員に対しては、毎月「保育補
助金」を支給し、バックアップしています。これらの取り組
み等が評価され、2022年10月に厚生
労働省より「くるみん認定」を取得しま
した。JCRの認定取得は2018年に続
いて2期連続となります。

育児対象者へのバックアップ

※有給休暇は未消化分を次年度へ繰り越し可能ですが、労働基準法の定めによ
り、付与から２年を経過したものは消滅します。その消滅してしまう有給休暇
を最大40日積立し、利用することができるという制度です。

セミナーとして「子育て応援カフェ」（2020年度参加希望
者37名）と「イクボス研修」（2020年度参加希望者7名）を
開催しました。また、人事部門からは男性も積極的に育児
休業を取得できる様々な制度の説明を行い、先ずは社内
で男性育児休業を取得することに対する認知の醸成を
図っています。このような取り組みにより、毎年男性の育
児休業率は上昇しています。

（人）
40

20212020201920182017 （年度）
※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

保育所補助金利用実績
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※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

育休・時短勤務実績

２０

0

育休取得者数
時短勤務者数

24

11

　また、JCR独自の制度として2019年から「積立有給休
暇制度」※を試験導入しました。育児・家族の介護を行う場
合や、自身の傷病や慢性疾患の治療・検査のための通院
などに、この「積立有給休暇制度」が利用できます。2021
年からは、利用範囲を親に限定していた介護を家族へと
対象範囲を広げました。JCRは社員の働きやすい環境を
提供するため、様々な制度の導入を目指しています。
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品質の一貫性
　バイオ医薬品は低分子化合物医薬品より高度な製造・
品質管理を必要とします。また、綿密な製造計画･品質試
験計画も必要となります。JCRの各生産拠点では高品質
の製品を継続して製造するための品質目標を設定し、毎
年その達成状況を評価しています。今後のグローバル展
開に向け、生産拠点間で品質基準に対する考え方に差が
生じないように、一貫性のある品質システムを運用すると
ともに、品質試験法の開発部門と統合した品質試験部門
により、研究初期の試験法の検討から商業生産時の出荷

安定供給の確保
　JCRの製品の多くが長期間投与されるため、不安定な
供給は患者の皆さんへの不利益に直結します。また、製品
特性として低分子医薬品に比べ工程が長く複雑で、製造
に時間を要します。安定的な製品供給のため、適正レベル
の製品在庫を確保するとともに、柔軟な製造スケジュール
を可能とすべく、国内自社製造所で製造を行っています。
ただし、今後は海外向け製品の割合が増えること、および
非常時の安定供給のため、海外の製造所での製造や重要
中間体保管を検討しています。

三役連携体制
　JCRは、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全
性の確保等に関する法律」に則り、総括製造販売責任者、
品質保証責任者および安全管理責任者からなる三役連携
体制を設けています。この体制は企業の経済活動の主体
である営業本部、生産本部から独立して製品の品質・安全
性を科学的に評価するもので、JCRにとって重要な判断と
なる製品の出荷・回収・安全対策などの可否を判断するも
のです。JCRはこの独立したガバナンスにより、製品の品
質および安全性を保証しています。

品質保証と安定供給

　JCRの全ての生産拠点は国際的基準であるPIC/S 
GMPに則り、原材料購入から製造、製品の出荷、流通まで
科学的に品質を保証する体制を整えており、さらにその水
準を高める努力を続けています。JCRのバイオ製品の製
造ではシングルユースの機器・部材を使用し、培地・試薬の
供給元も国内外多岐にわたります。特注品も使用すること
から、国内外の供給元と複数年契約を締結し、リスクに応
じた定期的な訪問査察を行って品質を担保しています。

グローバル基準の品質保証

時の試験まで一連で実施可能な品質管理体制としていま
す。また、品質目標の達成状況は年一回、経営層に報告し
ています。

社会
関連するSDGsの目標

S

高品質医薬品の安定供給

　新製品が承認を受けた際の安全性評価は限られた臨
床試験に基づくものであるため、リスクマネジメントプラ
ン（RMP）に沿って、製造販売後の安全性・有効性情報の
収集・評価を行っています。収集した全ての安全性情報は
タイムリーに評価し、追加の対策を取る必要性を検討す
るとともに、定期的に蓄積したデータを評価し、副作用等
の発生傾向に変化がないか確認します。安全性上の対策
が必要な場合は、医療従事者等必要なユーザーに情報を
迅速かつ確実に伝達します。

安全監視体制

製品の安全性の確保

　このような対策を的確に行うために、法令に則り安全
管理業務を遂行します。特に、情報収集の重要性につい
ては、医療従事者への直接の窓口であるMR（医薬情報
担当者）のほか、安全管理業務の実施部門に対し定期的
に教育を行い、企業活動を推進する上での安全性に対す
る意識の向上に努めています。
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品質保証と安定供給

物流に対する取り組み
　医薬品の物流業務は、工場からの出荷品質を維持して
特約店卸および医療機関に遅滞なく届け、供給の義務を
果たすことです。自社で輸送手段を持たない製薬企業と
して、医薬品を専門に輸送受託している運送業者との共
存共栄が重要と考えており、特にJCRが供給する希少疾
病用医薬品の輸送については、より高品質な梱包方法や
関係業者との輸送手段の構築が課題となると考えてい
ます。
　JCRでは、自社で構築した物流基準を設定することで
「途切れぬ物流」の実現に取り組むとともに、GDP
（Good Distribution Practice）ガイドラインに準拠し
た対応をとるなど、医薬品の物流を取り巻く情勢を把握
し、日々改善を行っています。

　これまで「グロウジェクトⓇ」をはじめとした医薬品に
おいては自社設計・開発のETS（Eco Thermostat  
Shuttle）ボックスを利用した梱包を行い、「テムセルⓇHS
注」においては株式会社メディパルホールディングスと共
同開発した超低温管理物流システムを活用するなど、
JCRが扱う製品の性質に合った温度管理を可能とする
梱包・配送を実現してきました。
　2019年4月には、物流機能を安定的に確保するための国
民運動である「ホワイト物流推進運動」にいち早く賛同しま
した。輸送業務委託業者の労働関係法令や貨物自動車運
送事業関係法令を遵守できるよう配慮し、入出荷情報の事
前周知による荷待ち時間の削減にも取り組んでいます。
　近年、製薬メーカー各社は、GDPガイドラインに基づく
物流品質確保に対応するため、自社物流業務を医薬品の

高度温度管理倉庫を有する3PL（サードパーティ・ロジス
ティクス）会社への物流業務委託を加速し、それに合わせ
て3PL会社も輸送面の強化を目的に医薬品専門輸送業者
との独自の共同コールドチェーン化を進めています。ま
た、一方では医薬品卸売販売業社が3PL会社と共同で、
メーカーから患者に至るまでの物流を一貫して改革しよ
うとのアライアンス事例も見られます。
　今後は、JCRにおいても、グローバルなGDP対応と
BCP対策の強化に向けて3PL会社を含め外部業者へ物流
業務を委託するなど、自社物流業務の変革が急務と考え
ています。

持続可能な物流の実現に向けた自主行動宣言

取り組み方針

事業活動に必要な物流の持続的・安定的な確保
を経営課題として認識し、生産性の高い物流と
働き方改革の実現に向け、取引先や物流事業者
等の関係者との相互理解と協力のもとで、物流
の改善に取り組みます。

法令遵守への配慮

法令違反が生じる恐れがある場合の契約内容や
運送内容の見直しに適切に対応するなど、取引
先の物流事業者が労働関係法令・貨物自動車運
送事業関係法令を遵守できるよう、必要な配慮
を行います。

契約内容の明確化・遵守

運送及び荷役、検品等の運送以外の役務に関す
る契約内容を明確化するとともに、取引先や物
流事業者等の関係者の協力を得つつ、その遵守
に努めます。

当社は、「ホワイト物流」推進運動の趣旨に賛同し、以下のように取り組むことを宣言します。
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　JCRグループでは、良質でより有用な医薬品･医療用機
器を社会に提供するため、経営の適法性、透明性、そして
客観性を高めることを目指し、さらに企業価値を高める
ことと同時に、株主の利益保護を担保する体制を構築す
ることが重要であると考えています。そのため有効な内

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方 部統制システムの整備・運用を確保し、その有効性の評
価を自ら行い、企業としての社会的責任を果たすべく努
力していきます。
　コンプライアンスについては、法令、グローバルスタン
ダード、業界の各種規範などを遵守するとともに、高い
倫理観を醸成する企業風土を日々の企業活動のなかで育
むことが重要であると認識しています。

コーポレート・
ガバナンス

関連するSDGsの目標

G

コーポレート・ガバナンス体制図 （2022年7月12日現在）

取 締 役 会

会計監査人

監査役会

• コンプライアンス委員会
• サステナビリティ委員会
• 安全衛生委員会
• 環境委員会
• 寄付審査委員会
• リスクマネジメント推進会議

経 営 会 議

選任・解任

指示 報告

指示・監督 報告・付議

選任・解任

報告

監査

監査

指示

諮問

意見・
評価

内部監査

点検・
評価

報告

報告

監督・レビュー

内部統制委員会

各社内委員会等

• 指名・報酬等諮問委員会
• サステナビリティ諮問委員会

各諮問委員会

内部監査部

株 主 総 会

執行役員

各業務執行部門

代表取締役社長

経営統括委員会

指示 報告
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コーポレート・ガバナンス

　JCRは、監査役会設置会社の形態のもとで、社外取締役
6名を含む11名で構成される取締役会、社外監査役5名で
構成される監査役会および会計監査人を設置しています。
　これらの機関のほかに経営統括委員会、指名・報酬等諮
問委員会、サステナビリティ諮問委員会、経営会議、内部監
査部、内部統制委員会、コンプライアンス委員会、サステナ
ビリティ委員会、安全衛生委員会、環境委員会、寄付審査
委員会およびリスクマネジメント推進会議を設置していま
す。ガバナンスの構成としては、JCRの現状で業態に即した
適切な規模であり、効率的な経営が可能と考えています。
また、社外取締役6名、社外監査役5名を含んだ現状のガバ
ナンス体制は、経営の透明性、客観性（公平性）および経営
監視の独立性確保に有効であると判断しています。

ガバナンス体制の概要 経営統括委員会
　代表取締役および社内取締役で構成しています。経営方
針・経営戦略など、経営に関する重要事項は、原則経営会
議において審議・決定を行いますが、案件に応じて機動的
に対応する会議体として運営しています。

取締役会
　取締役会は取締役11名で構成され、定時取締役会を原
則として毎月1回開催するほか、必要に応じて臨時取締役
会を開催して、法令の事項はもとより、JCRの経営に関する
重要事項を取締役会によって決定しています。
　なお、JCRの取締役は11名以内とする旨、および取締役
の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決
権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過
半数をもって行う旨を定款で定めています。また、取締役の
選任決議は累積投票によらないものとしています。

会社の機関の内容

指名・報酬等諮問委員会
　社内取締役1名、独立社外取締役4名、独立社外監査役2名
（常勤1名および非常勤1名）で構成され、取締役および執行
役員ならびに監査役の指名・報酬についての重要事項および
取締役会の実効性評価に関する意見などを述べています。

内部監査部
　取締役社長直轄の内部監査部は、各部署において、法令
および社内規定に沿った業務執行が行われているかの監
査に当たっています。
　内部監査部は、内部監査部長1名を含む3名で構成され、
内部監査結果は、取締役社長に加えて監査役にも提出され
ています。

内部統制委員会
　法務部・経理部・総務部・内部監査部・生産管理部などで
組織しています。監査役などとの意見交換ならびに報告を適
宜行い、さらに自己点検プロセスによる内部統制報告の有
効性に関し、会計監査人の適正財務報告を確保しています。

サステナビリティ諮問委員
　当委員会は社内取締役、独立社外取締役、常勤監査役で
の構成を予定しており、サステナビリティ委員会から取締
役会に上程される事項に関する意見を述べます。

経営会議
　社内取締役5名、上席執行役員1名、執行役員3名を含む
人員で構成され、原則として月2回開催しています。経営方
針・経営戦略など、経営に関する重要事項を各部門間で共
有のうえ、経営判断に必要となる審議・決定を行い、取締役
会に諮ることを目的としています。

執行役員制度
　経営の効率化ならびに業務執行の迅速化を目的とした
執行役員制度を導入しており、上席執行役員1名、執行役員

　JCRは監査役会設置会社です。監査役5名（常勤監査役1
名、非常勤監査役4名）が就任しており、全員が独立社外監
査役となっています。
　監査役会は、毎月1回開催するほか、必要に応じて臨時監
査役会を開催しています。
　監査役は、取締役会のほか重要な会議に出席し、また担
当本部長をはじめ経営幹部との面談を通じて会社の状況
を把握するなかで、経営に対する監視機能を発揮できる体
制となっています。

監査役会

3名で取締役会が決定した経営方針に基づき、業務執行に
当たっています。
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コンプライアンス委員会
　JCRは、社内規範と企業倫理に沿った経営ならびに法令
遵守の実践・推進のためコンプライアンス委員会を設置して
います。当委員会は、コンプライアンス統括責任者を委員長
とする当社取締役・執行役員・外部有識者などによるコンプ
ライアンス統括委員会と、コンプライアンス統括委員より指
名され、代表取締役から任命された社員によるコンプライア
ンス推進委員会で構成されています。JCRのコンプライアン
ス推進のため、定期的な会議を開催、コンプライアンス行動
計画・方針の決議、また、コンプライアンス行動基準とコン
プライアンスハンドブックに則した社員の研修・教育、ならび
にコンプライアンス通信による周知・啓発を行っています。

サステナビリティ委員会
　「医薬品を通して人々の健康に貢献する」という企業理
念のもと、持続可能な社会の実現への貢献とJCRの持続的
成長の実現を目指すサステナビリティ経営の実践と推進
に向けて、サステナビリティ委員会を設置します。当委員会
は、サステナビリティ担当役員を委員長として、社内各本部
から選出された社員による構成を予定しています。

寄付審査委員会
　JCRは、JCRおよびその子会社が行う寄付について、社
会的・社内的に透明かつ公正・適切に拠出されるために、そ
の審査を行う寄付審査委員会を設置しています。
　寄付審査委員会は管理本部長、総務部、経理部、法務部、
内部統制推進部および医学専門家で構成されており、寄付
の種類に応じて、客観的な立場から関係法令・業界ルール
および社内基準などに照らし合わせ、寄付の実施および金
額の妥当性などについて原則、毎月1回委員会を開催し、審
査を行っています。また、寄付審査の内容については四半
期ごとに取締役会への報告を行っています。

リスクマネジメント推進会議
　JCRは、代表取締役から任命されたリスクマネジメント
統括管理者（取締役）のもと、各本部長（本部制ではない部
門については部門長）ならびに子会社代表取締役を経営リ
スク管理者として構成するリスクマネジメント推進会議を
設置しています。リスクマネジメント推進会議は、JCRのリ
スクマネジメント推進のため、定期的に会議を開催し、各
部門等におけるリスクマネジメント活動の集約や全社的な
リスク発生の予防、事業継続計画（Business Continuity 

安全衛生委員会
　JCRは、職場における労働者の安全と健康を確保すると
ともに、快適な職場環境の形成と促進を目的として安全衛
生委員会を設置しています。当委員会は社内各本部から選
出された担当社員、ならびに社外委員である社会保険労
務士、産業医から構成されています。委員会を毎月開催し、
各職場における状況報告や意見交換を行い、労働安全衛
生の確保・改善に努めています。

　JCRの事業活動を通じた環境負荷は、長期的なビジネス
や社会に影響を及ぼすリスク要因であると認識し、環境保
全の確保は経営の責務と考えており、環境に配慮した事業
活動の実践と推進に向けて、環境委員会を設置します。当
委員会は、社内取締役および各本部から選出された社員に
よる構成を予定しています。

環境委員会

リスク管理体制の整備の状況
　JCRは、医薬品という人々の健康に関わる製品を扱う企
業として、リスクマネジメント基本規程を定め、そのもとで
リスク管理体制を構築し、企業活動におけるリスクを把握
するとともに各部門においてリスク管理に関する手順書を
制定しています。また、リスクマネジメント推進室、内部統
制委員会およびコンプライアンス委員会をはじめとする関
連委員会の連携を図りながら、リスク発生の予防、リスク
管理、発生したリスクへの対処などに対応できる体制を構
築しています。
　なお、JCRとして認識すべき重要リスクのリスト化を行
い、BCP項目として下記の3項目を選定および策定してお
り、策定したBCPは各年度で見直しを行い、必要に応じて
改訂を行います。
① 「グロウジェクト®」供給障害発生時の対応策
② 大規模災害発生時の全社対応策
③ 重大コンプライアンス違反発生時の対応策
　またJCRは、特に医薬品企業として、法令に則った製造
販売業の三役（総括製造販売責任者、品質保証責任者、安
全管理責任者）会議を定期的に開催し、医薬品の品質、有
効性、および安全性を確保する体制を構築しています。
　さらに、JCRはグローバルへ業容を拡大するなかで、世
界水準の医薬品品質システムを導入し、より高度な安全性
を追求していきます。

Plan: BCP）の策定などを行っています。
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コーポレート・ガバナンス

2021年度 社内委員会等の構成・開催回数・出席率 （2021年度末現在）

構成
開催回数
出席率
構成
開催回数
出席率
構成
開催回数
出席率
構成
開催回数
出席率

構成

開催回数
出席率
構成
開催回数
出席率

構成

開催回数
出席率

6名（社内取締役1名、独立社外取締役3名、独立社外監査役2名）
6回
100.00%
12名（管理本部長1名、法務部1名、内部統制推進部2名、内部監査部5名、経理部1名、総務部1名、生産管理部1名）
5回
87.27%
12名（弁護士2名、社内取締役5名、独立社外監査役1名、執行役員4名）
2回
95.83%
17名（法務部1名、内部統制推進部3名、営業本部1名、開発本部1名、研究本部2名、生産本部6名、安全管理部1名、東京事務所1名、経理部1名）
3回
91.18%
15名（社会保険労務士1名、産業医2名、人事部1名、総務部3名、営業本部1名、信頼性保証本部1名、東京事務所1名、開発本部1名、
生産本部安全衛生委員会事務局2名、研究所安全衛生委員会事務局2名）
12回
92.13%
9名（アドバイザー1名、管理本部長1名、法務部1名、経理部1名、総務部1名、開発本部1名、内部統制推進部3名）
12回
94.23%　　　　　　　　　　　　　
15名（社内取締役4名、独立社外監査役1名、執行役員4名、経営戦略部1名、グローバル戦略部1名、事業開発部1名、営業本部1名、
内部監査部1名、人事企画部1名）
2回
100.00%

コンプライアンス
委員会

リスクマネジメント推進会議

コンプライアンス
統括委員会

コンプライアンス
推進委員会

指名・報酬等諮問委員会

内部統制委員会

安全衛生委員会

寄付審査委員会

リスクマネジメント体制

任命

指示

社長（会長）

リスクマネジメント統括管理者

リスクマネジメント推進会議リスクマネジメント推進室
（内部統制推進部）

経営リスク管理者（各本部長・子会社社長）

関連委員会

コンプライアンス委員会

内部統制委員会

安全衛生委員会

その他の委員会

報告

詳細については、「コーポレートガバナンス報告書」をご参照ください。
https://www.jcrpharm.co.jp/ir/governance.html

事業等のリスクについては、「有価証券報告書」をご参照ください。
https://www.jcrpharm.co.jp/ir/securities.html
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コーポレート・ガバナンス

当社と社外役員との利害関係
　社外取締役の依田俊英氏は株式会社メディパルホールデ
ィングス専務取締役を兼務しています。なお、JCRと同社と
の間で業務資本提携契約ならびに複数の開発投資契約を
締結しており、株式会社メディパルホールディングスはJCR

取締役会の
構成比

社内取締役

独立
社外監査役

社外役員の機能および役割
　JCRの社外取締役は独立社外取締役5名と社外取締役1
名の6名、社外監査役は独立社外監査役5名です。
　社外取締役は、取締役会の意思決定を通じ、JCRの持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するため、独
立した立場から経営の監督を行っています。また、監査役
会との連携を強化し、客観的な立場に基づいて情報交換、
認識の共有を図り、取締役会に適切に反映させています。
なお、独立社外取締役のうち4名は、指名・報酬等諮問委員
会の委員に就いています。
　社外監査役は、監査体制の独立性および中立性を一層
高めるため、監査法人および内部監査部門との情報共有を
含めて積極的に監査に必要な情報の入手に努め、業務監
査・会計監査を通じ、取締役の職務の執行の監査を行って
います。また、客観的な監査意見を表明することが期待さ
れていることから、代表取締役、取締役会に対して、忌憚の
ない質問をし、意見を述べています。なお、独立社外監査役
2名（常勤1名、非常勤1名）は、指名・報酬等諮問委員会の委
員に就いています。

取締役会・監査役会の構成
　JCRの取締役会は、社内取締役5名、独立社外取締役
5名、社外取締役1名で構成されています。従来より1/3
以上の独立社外取締役を選任していましたが、2022年
6月22日開催の定時株主総会において新たに2名の独
立社外取締役を選任し、2021年6月に改訂されたコーポ
レートガバナンス・コードにおいて求められる要件を十
分に満たしています。また、監査役会については独立社
外監査役5名で構成されています。

社外取締役および社外監査役 の株式の23.49％を保有しています。
　社外取締役および社外監査役によるJCR株式保有状況
は、有価証券報告書に記載しています。その他JCRと社外
取締役および社外監査役との間には特別な利害関係はあ
りません。
　JCRは、社外取締役である石切山俊博氏、末綱隆氏、林
裕子氏、跡見裕氏、Philippe Fauchet氏ならびに社外監査
役である大泉和正氏、山田一彦氏、宮武健次郎氏、小村武
氏および谷修一氏の10名を東京証券取引所の上場規則で
定める独立役員として指定しています。

取締役会・監査役会の構成比 （2022年6月22日現在）

5名

社外取締役

1名

5名

5名
独立
社外取締役

監査役会の
構成比
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コーポレート・ガバナンス

取締役会

監査役会

代表取締役
会長兼社長

指名・
報酬等
諮問
委員会

スキル

経営全般

事業開発
契約交渉

専務取締役

芦田信

芦田透

常務取締役

常務取締役

取締役

Mathias Schmidt

薗田啓之

檜山義雄

石切山俊博

末綱隆

依田俊英

品質
安全性

ダイバーシティ＆
インクルージョン

取締役
（独立/社外）

取締役
（独立/社外）

取締役
（社外）

取締役
（独立/社外）

取締役
（独立/社外）

林裕子

跡見裕

Philippe Fauchet

大泉和正

山田一彦

宮武健次郎

小村武

谷修一

事業開発
提携

取締役
（独立/社外）

監査実務監査役
（独立/社外）

監査役
（独立/社外）

監査役
（独立/社外）

監査役
（独立/社外）

監査役
（独立/社外）

100%

100%

100%

100%

100%

100%

93%

93%

100%

̶

̶

100%

100%

100%

92%

100%

取締役会
監査役会
出席率
（2021年度）業界知識 Global

経験 研究開発 生 産 営 業 ICT 行政経験 法 務 その他
税 務
財 務
会 計

サステナ
ビリティ

リスク
マネジメント

取締役・監査役のスキルマトリックスと2021年度の取締役会、監査役会の出席率
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Changing the world of 
rare diseases — “Team JCR”
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300億円

1975
日本ケミカルリサーチ株式会社設立

1978
ウロキナーゼ原液（中間体）販売

2003
米国オサイリス社※とヒト間葉系幹細胞
（MSC）について技術提携契約を締結

1993
遺伝子組換え天然型
ヒト成長ホルモン製剤
「グロウジェクト®注４ＩＵ」販売開始

1985
グロウルム輸入販売開始
ウロキナーゼ製剤販売開始

2014
に社名変更

2013
東証1部上場

2017
遺伝子組換え天然型ヒト成長ホルモン製剤
「グロウジェクト®」液状製剤販売開始
株式会社メディパルホールディングスと
業務資本提携契約を締結

2016
日本初の他家由来再生医療等製品
「テムセル®HS注」販売開始

2010
国産初のバイオ後続品 腎性貧血治療薬
「エポエチンアルファBS注JCR」販売開始

2020
米国ArmaGen, Inc.を買収
JCR DO BRASIL FARMACÊUTICOS 
IMPORTAÇÃO E EXPORTAÇÃO 
LTDA.　事業活動開始

2021
遺伝子組換えムコ多糖症Ⅱ型治療剤
「イズカーゴ®点滴静注用」販売開始
武田薬品工業株式会社と
ハンター症候群に対する次世代治療薬の
共同開発と事業化に向けた契約締結

2019
持続型赤血球造血刺激因子製剤
「ダルベポエチン アルファBS注JCR」
販売開始

2018
JCR USA, Inc. 設立
遺伝子組換えファブリー病治療剤
「アガルシダーゼ ベータBS
点滴静注JCR」販売開始

精製技術の確立 細胞構築～培養技術の確立

再生医療分野への進出

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
※2013年オサイリス社がMSCに関する権利を豪州メゾブラスト社に譲渡したことに伴い、当社が保有する権利のライセンサーも同社に変更されています。

JCRの歴史は、尿由来のタンパク質分解酵素「ウロキナーゼ」の製造からスタートしました。創業以来ター
ゲットにしている希少疾病用医薬品分野に独自のバイオ技術、細胞治療・再生医療技術、遺伝子治療技術で
挑戦するスペシャリティファーマとして邁進します。

創業時の生産風景 現在の生産風景

創業以来の売上高推移
※2004年度以降は連結数値

（年度）

成長の歴史
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ライソゾーム病をテーマとした国際学会にて、「J-Brain Cargo®」を適用した「イズカーゴ®

点滴静注用」の日本における製造販売承認とその将来性が評価されました。
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2076943/00.pdf

2022年2月
「イズカーゴ®点滴静注用」 WORLDSymposiumTM 2022において
New Treatment Award（新治療法アワード）を受賞 

世界に先駆けて、「J-Brain Cargo®」を適用した初の医薬品が日本において販売開始されました。
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/1974326/00.pdf

2021年5月
遺伝子組換えムコ多糖症Ⅱ型治療剤「イズカーゴ®点滴静注用」（「JR-141」） 
日本における薬価基準収載・販売開始

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2087201/00.pdf

2022年2月
「JR-141」 グローバル臨床第Ⅲ相試験における投与開始

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/1974226/00.pdf

2022年3月
武田薬品工業株式会社と、ライソゾーム病に対する「J-Brain Cargo®」を用いた
遺伝子治療に関する共同研究開発およびライセンス契約締結

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2097673/00.pdf

2022年3月
「J-Brain Cargo®」を適用した新薬
GM2ガングリオシドーシス治療薬開発に着手（開発番号「JR-479」）

2021年5月
遺伝子組換え持続型成長ホルモン製剤「JR-142」 第Ⅱ相臨床試験における投与開始

2022年3月
大日本住友製薬株式会社（現 住友ファーマ株式会社）と
遺伝子組換えファブリー病治療剤「アガルシダーゼ ベータBS点滴静注JCR」の
日本における販売提携に関する契約締結
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2091919/00.pdf

2022年3月
固定資産（土地）の取得
現在研究開発中である17種のライソゾーム治療薬が同時並行的に進捗するために、原薬製造施
設ならびに製剤製造施設の拡充を目的として神戸市サイエンスパークに土地を取得しました。
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2098872/00.pdf

2021年10月
血液脳関門通過型ムコ多糖症Ⅰ型治療酵素製剤「JR-171」 
米国食品医薬品局（FDA）よりファストトラック指定
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2029921/00.pdf

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2100004/00.pdf

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2033445/00.pdf

2021年10月
「JR-141」 欧州医薬品庁（EMA）よりPRIME指定

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2028562/00.pdf

2021年9月
武田薬品工業株式会社と、ハンター症候群に対する次世代治療薬の共同開発と
事業化に向けた契約締結

2022年1月
血液脳関門通過型ムコ多糖症ⅢA型治療酵素製剤「JR-441」 
欧州委員会（EC）よりオーファンドラッグ指定
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4552/tdnet/2071281/00.pdf

詳細は、各トピックスに記載しているURLにてニュースリリースをご参照ください。

2021年度のトピックス
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※2020年10月1日付で普通株式1株につき4株の割合で株式分割を行っています。「EPS」および「1株当たり配当金」の記載については、P.78の注記をご参照ください。

117.26

22.0

（年度）

売上高内訳（品目別）

0

25,000

50,000
（百万円）

20212020201920182017

EPS ROE

0

6０

12０
（円）

0

20

40
（％）

（年度）

EPSおよびROE

20212020201920182017

配当金 配当性向

0

15

3０
（円）

0

25

50
（％）

（年度）

1株当たり配当金／配当性向

20212020201920182017

18.8%

当期
純利益

当期
純利益率

0

8,000

16,000
（百万円）

0

20

40
（％）

（年度）

親会社株主に帰属する当期純利益／当期純利益率

20212020201920182017

32.9％

28.4%

営業利益 営業
利益率

0

10,000

20,000
（百万円）

0

20

40
（％）

（年度）

営業利益／営業利益率

20212020201920182017

39.0%
19,933

テムセル®HS注
グロウジェクト® エポエチンアルファBS注「JCR」

ダルベポエチン アルファBS注「JCR」

尿由来製品
アガルシダーゼ ベータBS点滴静注「JCR」 AZD1222原液

契約金収入・その他

51,082

（年度）20212020201920182017

研究
開発費

研究
開発費率

0

5,00０

10,000
（百万円）

0

15

30
（％）

研究開発費／研究開発費率

14.0%

7,175

14,507

連結財務・非財務ハイライト
JCRファーマ株式会社および子会社
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雇用人数 雇用率

信頼性保証
研究 開発 生産 営業

その他管理

0

40０

8００
（人）

（年度）
※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

（年度）

設備投資額

0

5,000

10,000
（百万円）

20212020201920182017

10,612

（年度）

職種別従業員数 新卒採用者数／男女比率（各年度4月入社者）

20212020201920182017

797

0

1０

2０
（人）

0

2

4
（％）

（年度）

障がい者雇用人数／雇用率

20212020201920182017

0

5０

1００
（%）

20222021202020192018
男性 女性

９

１３

15

7

14

15

18

10

※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

18

2.3%

退職者数 離職率

※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）

0

1０

2０
（人）

0

3

6
（％）

（年度）

退職者数／離職率

20212020201920182017

2.1%

13

※集計範囲：JCRファーマ株式会社（個別）
（年度）

管理職男女比率

0

５０

１００
（％）

20212020201920182017
男性 女性

88.0%

１２.0%

23

１７
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社員数（人）
　研究
　開発
　生産
　営業
　信頼性
　その他管理
男性（人）
女性（人）
男性管理職（人）
女性管理職（人）
女性比率
女性比率（管理職）
新入社員男性（人）
新入社員女性（人）
中途採用（人）
平均年齢（歳）
勤続年数（年）
障がい者（人）
障がい者雇用率
退職者（人）
離職率
定年退職者数（人）
　うち、再雇用者数（人）
再雇用者率
有給休暇取得率
平均残業時間（時間）

540
98
27
209
112
26
68
352
188
160
16

34.8%
9.1%
4
9
35

41.6 
9.0 
8

1.9%
13

2.9%
10
10

100%
58.4%
12.6 

613
129
32
230
117
31
74
385
228
165
19

37.2%
10.3%
18
10
60

41.4 
8.8 
8

1.6%
9

1.8%
9
8

88.9%
68.1%
12.5 

654
146
33
246
119
33
77
411
243
159
19

37.2%
10.7%
15
7
42
41.4
8.9
10

1.7%
16

3.1%
15
14

93.3%
68.0%
12.2 

797
221
58
209
118
81
110
483
314
176
24

39.4%
12.0%
23
17
38
40.9
8.7
18

2.3%
13

2.1%
4
4

100%
68.1%
14.0 

（JCRファーマ株式会社 単体） 2017年度 2018年度 2019年度 2021年度

719
154
38
270
122
36
99
449
270
169
20

37.6%
10.6%
14
15
65
41.2
8.9
11

1.7%
11

1.9%
9
6

66.7%
62.7%
15.1 

2020年度

社会

データ集
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産休取得者数（人）
育休取得者数（人）
産休・育休取得率（女性）
育休取得率（男性）
育休復職率
保育所補助金利用者数（人）
時短勤務者数（人）
積立有給休暇取得者数（人）※

（休職を伴わない）労働災害件数（件）
（休職を伴う）労働災害件数（件）
集合研修実施件数（件）
集合研修のべ受講時間
英語研修のべ費用（万円）
投資家面談　のべ社数（日本）
投資家面談　のべ社数（海外）

9
9

100%
0%

100%
19
7
̶
4
0
10
90
200
129
6

8
8

100%
35%
100%
27
16
̶
2
0
15
135
570
103
20

 9
11

100%
14%
100%
30
15
260
2
0
15
126
720
137
21

4
12

100%
33%
100%
30
24
319
7
1
16
112
2,790
124
9

（JCRファーマ株式会社 単体） 2017年度 2018年度 2019年度 2021年度

13
16

100%
7%

100%
24
20
112
8
0
8
60

1,700
105
12

2020年度

※2019年度より制度化

社会
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取締役会の構成

取締役会

監査役会の構成

監査役会

経営会議の構成

指名・報酬等諮問委員会

コンプライアンス統括委員会

コンプライアンス全体研修

ストレスチェック

取締役(人）
　うち社外取締役(人）
　うち女性取締役(人）
開催数
出席率
監査役(人）
　うち社外監査役(人）
開催数
出席率
取締役(人）
　うち社外取締役(人）
　うち女性取締役(人）
監査役(人）
　うち社外監査役(人）
執行役員(人）
　うち女性執行役員(人）
アドバイザー(人）
開催数
出席率
開催数
出席率
実施回数
受講率
実施回数
受講率

9
4
1
14

98.39%
5
5
13

98.46%
6
1
0
2
2
7
2
1
4

95.00%
2

96.67%
1

100%
1

88.1%

9
4
1
13

99.15%
5
5
13

100%
6
1
0
2
2
6
2
2
7

90.24%
1

93.75%
2

100%
1

92.6%

9
4
1
15

99.26%
5
5
12

100%
6
1
0
2
2
4
1
2
7

100%
2

100%
1

100%
1

91.5%

9
4
1
15

98.52%
5
5
13

98.46%
6
1
0
2
2
4
1
2
6

100%
2

95.83%
5

99.88%
1

95.4%

（JCRファーマ株式会社 単体） 2018年度

8
3
0
14

96.09%
5
5
13

98.41%
6
1
0
2
2
8
1
1
5

84.00%
1

100%
2

100%
1

88.3%

2017年度 2019年度 2020年度 2021年度

コーポレート・ガバナンス

データ集
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電気（1,000kWh)

水道（m3)

ガス（1,000m3)

CO2排出量（ｔ）※

BOD（ｔ）

研究本部
生産本部
研究本部
生産本部
研究本部
生産本部
営業活動

4,512.009
7,678.841
6,389.000
37,660.000

0.07
604
̶

2.47

4,464.587
7,606.577
5,870.000
38,901.000

0.06
611
426
2.40

4,602.125
8,408.000
5,280.000
36,061.000

0.06
709
244
8.62

6,696.185
7,520.718
2,097.000
53,004.000

8.16
734
112
15.36

（JCRファーマ株式会社 単体） 2018年度

4,107.132
7,973.610
7,670.000
37,412.400

0.09
590
̶

1.85

2017年度 2019年度 2020年度 2021年度

※2019年度よりデータ取得

環境
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